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１ 経 緯 

本県では、平成18年に策定した山梨県廃棄物総合計画に引き続き、廃棄物等の発

生抑制、循環的利用等に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、平成23

年８月に第２次山梨県廃棄物総合計画を策定したところである。 
この計画では、平成20年度を基準年とし、平成27年度までに廃棄物の排出量を一

般廃棄物は10.7％、産業廃棄物は12.7％それぞれ削減すること等の数値目標を掲げ

ており、こうした目標を達成していくため、県民、事業者、行政が取り組むべき具

体的な行動目標を定め、廃棄物等の発生抑制などに向けた取組を強化していくこと

としたものである。 
また、この計画を着実に推進するため、県民、事業者、市町村と連携を図るとと

もに、毎年度環境保全審議会に計画の進捗状況を報告する中で、適切な進行管理を

行うこととしている。 
 
２ 計画の進行管理 

次の項目について実績を把握し、計画に掲げた数値目標との比較検討を行い、

その状況を評価する。 
（１）廃棄物の排出状況(平成24年度実績) 

     ① 一般廃棄物：排出量、再生利用率、最終処分量 
     ② 産業廃棄物：排出量、再生利用率、最終処分量 
 
（２）各主体の状況(平成24年度実績) 

     ① 県 民：１人１日当たりに家庭から排出するごみの量 
     ② 事業者：事業系廃棄物排出量（事業系一般廃棄物、産業廃棄物） 
     ③ 市町村：一般廃棄物処理計画に基づく施策の推進と計画の見直し 
 
（３）各種施策の実施状況 

       平成25年度における実施状況 
 
  ※ 参考「数値目標の概要」 
 
           〔基準年(H20)〕                     〔目標年(H27)〕     
 
         ○ 一般廃棄物排出量 
                  328千ｔ                    293千ｔ（10.7％削減） 
         ○ 産業廃棄物排出量 
                1,391千ｔ                   1,215千ｔ（12.7％削減） 
         ○ 1人1日当たりに家庭から排出するごみの量 ※１ 
                   623ｇ                     505ｇ（19％削減） 
         ○ 事業系一般廃棄物排出量 
                   88千ｔ                     80千ｔ（9.1％削減） 
           
   ※１ （ごみ排出量－事業系ごみ排出量－集団回収量－生活系資源ごみ排出量）／総人口／年日数 
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３ 進捗状況 

（１）廃棄物の排出状況 
     ① 一般廃棄物 
    平成24年度の排出量は314千tである。平成19年度以降、平成23年度にいっ

たん横ばいとなったが、減少傾向で推移している。再生利用率は17.3％であ

り、前年度と比較して0.2ポイントの減少となった。最終処分量は31千tであ

り、前年度までは減少傾向で推移していたが、平成24年度は増加に転じた。 
（千t）

基　 準　 年 目　 標　 年
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成27年度

328 320 316 316 314 293

生活系ごみ 225 220 216 217 214 197

事業系ごみ 88 85 85 86 86 80

集団回収量 15 15 15 13 13 16

18.5% 18.3% 18.7% 17.5% 17.3% 25.0%

29 31 30 29 31 26

9% 10% 9% 9% 10% 9%（最終処分率）

実　　　　績
項　　 　　目

排 　出　 量

再生利用率

最終処分量
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     ② 産業廃棄物 
    平成24年度の排出量は1,316千tであり、前年度までの増加傾向の推移から減

少に転じた。再生利用率は64％であり、前年度と比較して1ポイントの増加と

なった。最終処分量は198千tであり、前年度までの増加傾向の推移から減少に

転じた 
（千t）

基　 準　 年 目　 標　 年
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成27年度

1,391 1277 1,328 1,381 1,316 1,215
(1,841) (1,762) (1,801) (1,859) (1,794) (1,764)

65% 68% 65% 63% 64% 70%
（50%） （50%） （49%） （48%） （48%） （50%）

144 131 171 214 198 105
(144) (131) (171) (214) (198) (105)

10% 10% 13% 15% 15% 9%
（8%） （7%） （10%） （12%） （11%） （6%）

　※　(  )内は、上下水道汚泥を含む値

（最終処分率）

再生利用率

最終処分量

項　　 　　目

排 　出　 量

実　　　　績
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（２）各主体の行動目標の状況 
     ① 県民 
    平成24年度の１人１日当たりに家庭から排出されるごみの量（ごみの減量化

に加え分別収集への取組を評価するため、生活系ごみから生活系資源ごみを控

除）は、587gとなった。 
（ｇ）

基準年 目標年
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成27年度

排出量 623 604 597 598 587 505

項　目
実　　　績
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     ② 事業者 
    平成24年度の事業系一般廃棄物の排出量は86千tであり、横ばいとなっている。

産業廃棄物の排出量は1,316千tであり、前年度までの増加傾向の推移から減少に

転じた。 
（千ｔ）

基準年 目標年
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成27年度

88 85 85 86 86 80
1,391 1,277 1,328 1,381 1,316 1,215

実　　　績
項　　　　目

事業系一般廃棄物排出量

産業廃棄物排出量（再掲）  
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     ③ 市町村 
    一般廃棄物処理計画は、平成25年度末現在、すべての市町村において策定済

みである。なお、計画の見直しを検討する市町村に対しては支援または助言を
行っていく。 

 

４ 各種施策の実施状況 
    別記のとおり(P7～) 
 
５ 評 価 
（１）一般廃棄物 

排出量については、基準年と比較すると減少しているが、年次目標を達成す
ることができなかった。平成24年度は、前年度と比較すると、生活系ごみの排
出量は減少したが、事業系ごみの排出量が横ばいとなっていることから、排出
抑制に向けた一層の取組が必要である。 
再生利用率については、再生利用される溶融スラグの生産が減少したこと

や固形燃料の作成を中止したことなどにより、中間処理後再生利用量が前年度
と比較すると減少したことにより目標を達成することができなかった。市町村
において分別回収の取組や住民への普及啓発などを実施しているが、目標を達
成するためには、市町村でのごみ分別の周知徹底や普及啓発の強化等、更なる
再生利用の推進に向けた取組の充実・強化が必要である。 
最終処分量についても、目標に達していないことから、発生抑制や再生利

用を推進する取組の強化が必要である。 
 

【目標値と実績値との比較】 
      （千t）

H24目標値 H24実績値 対比
308 314        2.0％

生活系ごみ 209 214        2.4％
事業系ごみ 83 86        3.6％
集団回収量 16 13      △19％

22.2% 17.3% △4.9ﾎﾟｲﾝﾄ
27 31        14.8％
9% 10%    1.0ﾎﾟｲﾝﾄ

排  出  量

再生利用率
最終処分量

（最終処分率）  
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（２）産業廃棄物 

平成24年度は、前年度と比較するとリニア工事が少なくなり、鉱業の排出量
が減少したことや建設業から排出されるがれきが減少したことにより、排出量
や最終処分量が減少した。しかし、他の廃棄物の減少幅は小さく、また、鉱業
の排出量も前年より少なくなったものの、リニア工事以外での骨材等の需要が
増えたため、年次目標を達成できなかった。 
排出事業者の努力により、排出量等の削減が進んでいるが、今後も引き続き

再生利用や減量化を進めるとともに排出量の削減を図るよう普及啓発などの
取組を推進していくことが必要である。 
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【目標値と実績値との比較】 
      （千t）

H24目標値 H24実績値 対比
1290 1316        2.0％
68% 64%  △4ﾎﾟｲﾝﾄ
122 198  　　62.3％
9% 15%     6ﾎﾟｲﾝﾄ

排  出  量

（最終処分率）

再生利用率
最終処分量
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○ 各種施策の実施状況 
 ① 一般廃棄物関係 

発

生

抑

制

の

推

進 

生活系ごみの発生抑制の取組支援 

事業名 やまなしエコライフ県民運動の推進 森林環境総務課 

 環境にやさしいライフスタイルへの転換を図るため、県民が参加しやすい７つの

エコ運動（マイバッグ運動、マイはし運動、マイボトル運動、リユースびん運動、

エコドライブ運動、緑のカーテン運動、環境家計簿運動）を「やまなしエコライフ

県民運動」として提唱し、県民の参加を推進した。 

・エコライフ県民運動のチラシ及び環境家計簿の作製と配付 

・緑のカーテン取り組み情報の募集（応募総数54件（個人14件、団体40件）） 

・エコライフ県民運動推進店の募集、公表（登録店舗数1,419店） 

事業名 市町村の一般廃棄物処理事業の３Ｒ化の促進・支援 環境整備課 

 市町村が行う一般廃棄物処理事業における３Ｒ化を推進するため、国が示した指

針等の周知など情報提供を行った。 

事業名 ごみ減量化リサイクル推進事業に対する支援 森林環境総務課 

 地域の実情に即した市町村等のごみ減量化の取組の促進を図るため、市町村等が

実施するごみ減量化リサイクル推進事業、地球温暖化対策事業、環境教育推進事業

に対して支援した。（環境保全活動支援事業費補助金） 

・H25：8市町 4,538千円（H24：9市町5,125千円） 

事業名 ごみ減量・リサイクル推進キャンペーン 森林環境総務課 

 消費や排出段階でのごみの減量とリサイクルの推進を図るため、環境の日（6月5

日）を中心とする「やまなし環境月間（5月30日から6月30日）」中に、県及び市町

村が主体となり県内各地でキャンペーンを行った。 

・実施場所：甲府駅北口・南口及び県内各地（JR駅、観光地、大型小売店等） 

事業名 ノーレジ袋事業の推進 森林環境総務課 

 レジ袋の削減に関する意識啓発を図るため、「山梨県におけるマイバッグ等の持

参促進及びレジ袋削減に関する協定」参加事業者のレジ袋無料配布中止の取組につ

いて広報し、レジ袋削減及びマイバッグ等の持参促進に関する普及啓発活動を実施

した。 

・マイバッグキャンペーン（山梨県中銀スタジアム） H25.10.5 

環境教育・環境学習の推進 

事業名 環境学習指導者の派遣（やまなしエコティーチャー） 森林環境総務課 

 環境に関する専門的な知識・豊富な経験・意欲のある人材を、やまなしエコティ

ーチャーとして登録し、民間団体などが開催する研修会等に講師として派遣した。 

・エコティーチャー派遣実績 69回 

  (うち、ごみ減量化･リサイクル推進に関する研修会等への派遣 28回) 

事業名 エネルギー教育の推進 義務教育課 

 ｢小中学校エコ活動推進キャンペーン～地球のエネルギーを考えよう｣を展開し、省

資源・省エネ活動を行い、エネルギーの無駄遣いをなくすとともに、廃棄物の減少

の普及啓発を図った。 

・県内小学校でのリサイクル活動 H25:100.0％(H24:100.0%) 

・県内中学校でのリサイクル活動 H25:100.0％(H24:100.0%) 

 

 

 

（別記） 
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発

生

抑

制

の

推

進 

事業系ごみの発生抑制の取組支援 

事業名 事業系一般廃棄物の減量化の推進 環境整備課 

 ｢事業系一般廃棄物減量化指針｣に基づき、取り組みの実施を促すため、ホームペ

ージを活用し、指針の周知を図った。任意で事業系一般廃棄物に関する事項の処理

計画の提出を求め、事業系一般廃棄物の発生抑制を図った。 

事業名 市町村・組合のごみ処理施設での事業系ごみの搬入検査の支援 環境整備課 

 事業者の排出抑制、分別促進、適正排出等の取組の推進に向け、市町村・組合が行

う事業系ごみの搬入検査を支援した。 

・搬入検査共同実施施設数：2施設（1市1一部事務組合） 

事業名 環境マネジメントシステムの導入支援 産業集積課 

 廃棄物の減量を図るため、環境ISO認証取得をしようとする中小企業者等へ専門

家を派遣し、認証取得支援を行った。 

・支 援 内 容 専門家派遣経費の2/3助成 

・専門家派遣先 H25:1社(H24:1社) 

事業名 環境対策技術研究開発の支援 成長産業創造課 

 環境保全に資する製品の創出を図るため、県内中小企業者等が行う、新技術や新

製品の研究開発に対し支援した。(ものづくり基盤技術研究開発費補助金) 

・クリーンエネルギー関連産業分野の研究開発 H25:2件(H24:1件) 

循環型社会と地球温暖化対策など低炭素社会に向けた取組の推進 

事業名 やまなしエコライフ県民運動の推進（再掲） 森林環境総務課 

 環境にやさしいライフスタイルへの転換を図るため、県民が参加しやすい７つの

エコ運動（マイバッグ運動、マイはし運動、マイボトル運動、リユースびん運動、

エコドライブ運動、緑のカーテン運動、環境家計簿運動）を「やまなしエコライフ

県民運動」として提唱し、県民の参加を推進した。 

・エコライフ県民運動のチラシ及び環境家計簿の作製と配付 

・緑のカーテン取り組み情報の募集（応募総数54件（個人14件、団体40件）） 

・エコライフ県民運動推進店の募集、公表（登録店舗数1,419店） 

事業名 やまなし環境マネジメントシステムの推進 ｴﾈﾙｷﾞｰ政策課 

 県独自の環境マネジメントシステムを用いた、庁舎･施設内での省エネルギー、

省資源、廃棄物の削減、リサイクル活動等、環境保全に関する職員の取り組み等の

推進を図った。 

・個別項目の目標達成状況（H25） 

  目標達成:7項目(A重油、都市ガス、LPガス、水道、可燃ごみ、CO2排出量 

エネルギー使用量) 

  目標未達成のうち改善:2項目(ガソリン、軽油) 

  目標未達成のうち未改善:4項目(電気、灯油、コピー用紙、リサイクル率) 

事業名 グリーン購入の推進 出納局管理課 

 平成14年度に策定した｢山梨県グリーン購入の推進を図るための方針｣に基づき、廃

棄物の発生を抑制するため、再使用・リサイクルが可能な製品、廃棄時の処理や処分

が容易である製品の購入推進を図った。 

・H25特定調達品目:15分野159品目(H24:15分野155品目(98.99％購入)) 

循

環

的

利

用 

一般廃棄物の循環的利用の取組支援 

事業名 容器包装廃棄物の分別収集の促進 森林環境総務課 

 びん、缶等の容器包装の分別収集を促進し、ごみの減量化・リサイクルの推進を

図るため、「第7期山梨県分別収集促進計画」を策定し、県が取り組む推進方策を

定め、市町村担当者等を対象に周知した。さらに、ホームページ等を活用し、分別

収集について普及啓発を行った。 
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循

環

的

利

用

の

推

進 

事業名 特定家庭用機器廃棄物のリサイクルの促進 森林環境総務課 

 家電リサイクル法に基づき特定家電機器のリサイクルを促進するため、市町村と

連携し、リサイクルシステムについて各種情報提供を行った。また、環境省の各種

調査を取りまとめ、山梨県電気商業組合主催の「くらしの電化懇談会」で消費者団

体等に説明を実施した。 

事業名 ごみ減量化リサイクル推進事業に対する支援（再掲） 森林環境総務課 

 地域の実情に即した市町村等のごみ減量化の取組の促進を図るため、市町村等が

実施するごみ減量化リサイクル推進事業、地球温暖化対策事業、環境教育推進事業

に対して支援した。（環境保全活動支援事業費補助金） 

・H25：8市町 4,538千円（H24：9市町5,125千円） 

事業名 事業所リサイクルシステムの構築支援 森林環境総務課 

 山梨県内の排出事業者が、収集運搬業者、処分業者、市町村、NPO等と連携し、モ

デル的なリサイクルシステム構想の策定のための協議会の開催や実用化に係る調査

等を通じて、事業系廃棄物のリサイクルシステムを構築するために行う事業を支援

するとしているが要望がなかった。（環境保全活動支援事業費補助金） 

・H25：8市町 4,538千円（H24：9市町 5,125千円） 

  うち、事業所リサイクルシステム構築事業 実績なし 

事業名 市町村の一般廃棄物処理事業の３Ｒ化の促進・支援（再掲） 環境整備課 

市町村が行う一般廃棄物処理事業における３Ｒ化を推進するため、国が示した指

針等の周知など情報提供を行った。 

事業名 市町村・組合のごみ処理施設での事業系ごみの搬入検査の支援（再掲） 環境整備課 

 事業者の排出抑制、分別促進、適正排出等の取組の推進に向け、市町村・組合が行

う事業系ごみの搬入検査を支援した。 

・搬入検査共同実施施設数：2施設（1市1一部事務組合） 

事業名 環境保全型農業の推進 農業技術課 

環境にやさしい農業を推進し、環境保全と生産性を調和させた持続性の高い農業

の確立、環境への負荷軽減を図る取り組みを着実に推進するため、「山梨県環境保

全型農業推進協議会」を開催し、更なる推進に向けた協議を行った。化学肥料・化

学合成農薬低減に向けた栽培技術が県内農家に浸透し、産地ぐるみの取り組みが拡

大している。 

・認定エコファーマー H25：7,738名（H24：7,529名） 

環境教育・環境学習の推進（再掲） 

事業名 環境学習指導者の派遣（やまなしエコティーチャー）（再掲） 森林環境総務課 

 環境に関する専門的な知識・豊富な経験・意欲のある人材を、やまなしエコティ

ーチャーとして登録し、民間団体などが開催する研修会等に講師として派遣した。 

・エコティーチャー派遣実績 69回 

  (うち、ごみ減量化･リサイクル推進に関する研修会等への派遣 28回) 

事業名 エネルギー教育の推進（再掲） 義務教育課 

｢小中学校エコ活動推進キャンペーン～地球のエネルギーを考えよう｣を展開し、省資

源・省エネ活動を行い、エネルギーの無駄遣いをなくすとともに、廃棄物の減少の

普及啓発を図った。 

・県内小学校でのリサイクル活動 H25:100.0％(H24:100.0%) 

・県内中学校でのリサイクル活動 H25:100.0％(H24:100.0%) 
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循

環

的

利

用

の

推

進 

循環型社会と地球温暖化対策など低炭素社会に向けた取組の推進（再掲） 

事業名 やまなしエコライフ県民運動の推進（再掲） 森林環境総務課 

 環境にやさしいライフスタイルへの転換を図るため、県民が参加しやすい７つの

エコ運動（マイバッグ運動、マイはし運動、マイボトル運動、リユースびん運動、

エコドライブ運動、緑のカーテン運動、環境家計簿運動）を「やまなしエコライフ

県民運動」として提唱し、県民の参加を推進した。 

・エコライフ県民運動のチラシ及び環境家計簿の作製と配付 

・緑のカーテン取り組み情報の募集（応募総数54件（個人14件、団体40件）） 

・エコライフ県民運動推進店の募集、公表（登録店舗数1,419店） 

事業名 やまなし環境マネジメントシステムの推進（再掲） ｴﾈﾙｷﾞｰ政策課 

 県独自の環境マネジメントシステムを用いた、庁舎･施設内での省エネルギー、省

資源、廃棄物の削減、リサイクル活動等、環境保全に関する職員の取り組み等の推

進を図った。 

・個別項目の目標達成状況（H25） 

  目標達成:7項目(A重油、都市ガス、LPガス、水道、可燃ごみ、CO2排出量 

エネルギー使用量) 

  目標未達成のうち改善:2項目(ガソリン、軽油) 

  目標未達成のうち未改善:4項目(電気、灯油、コピー用紙、リサイクル率) 

事業名 グリーン購入の推進（再掲） 出納局管理課 

 平成14年度に策定した｢山梨県グリーン購入の推進を図るための方針｣に基づき、廃棄

物の発生を抑制するため、再使用・リサイクルが可能な製品、廃棄時の処理や処分が容

易である製品の購入推進を図った。 

・H25特定調達品目:15分野159品目(H24:15分野155品目(98.99％購入)) 

適

正

処

理

の

推

進 

一般廃棄物の適正処理の取組支援 

事業名 市町村の一般廃棄物処理事業の３Ｒ化の促進・支援（再掲） 環境整備課 

 市町村が行う一般廃棄物処理事業における３Ｒ化を推進するため、国が示した指

針等の周知など情報提供を行った。 

事業名 一般廃棄物処理施設の整備、維持管理のための技術的支援・助言 環境整備課 
 一般廃棄物処理施設の適正な運営のため、市町村に対し、廃棄物処理施設の整備、

長寿命化・延命化のための技術的助言や国の交付金等の活用について支援・助言を

行った。 
事業名 一般廃棄物処理計画の策定と見直しの促進 環境整備課 
 市町村における廃棄物処理の基本となる処理計画であるため、未策定の市町村に

は早期策定を促すとともに、社会経済情勢の変化等に即した計画となるよう、策定

済の市町村に対しても見直しを含め助言を行った。 
・策定市町村数 H26.4現在：27/27（H25：26/27） 
事業名 「山梨県ごみ処理広域化計画」の推進 環境整備課 
 市町村等におけるごみ処理を広域的に行っていくため、「山梨県ごみ処理広域化

計画」に基づき、一般廃棄物の焼却施設を段階的に集約する。 
・ごみ処理広域化計画 H20～29年度までの10年間で、焼却施設を10施設から5施設

に集約 

 甲府・峡東地域におけるごみ処理広域化の実現のため、ごみ処理施設建設のため

の支援を行っている。 
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適

正

処

理

の

推

進 

事業名 市町村の災害廃棄物処理対策に対する支援・助言 
防災危機管理課 

環境整備課 

 災害発生時の応急対策及び復旧復興対策について、円滑な対応が図られるよう、

各市町村の地域防災計画の見直しの際、必要に応じて助言を行った。 

 平成２６年２月の豪雪災害に関し、災害等廃棄物処理事業費補助金に係る説明会

を開催するなど必要に応じて支援を行った。 

事業名 市町村・組合のごみ処理施設での事業系ごみの搬入検査の支援（再掲） 環境整備課 

 事業者の排出抑制、分別促進、適正排出等の取組の推進に向け、市町村・組合が行う

事業系ごみの搬入検査を支援した。 

・搬入検査共同実施施設数：2施設（1市1一部事務組合） 

し尿、浄化槽汚泥の適正処理の推進 

事業名 生活排水対策の推進 大気水質保全課 

 「生活排水処理施設整備構想」により、下水道、農業集落排水処理施設、浄化槽

等の生活排水処理施設の整備を計画的かつ効率的に推進し、生活排水による水質汚

濁の防止に努めた。 

・生活排水クリーン処理率 H25：79.7％（H24：78.1％） 

※ 生活排水クリーン処理率＝生活排水処理施設整備人口/県人口×100 

事業名 浄化槽対策の促進 大気水質保全課 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の

向上に資するため、下水道等の集合処理に適さない地域などに対する市町村が実施

する浄化槽の整備事業を支援した。（浄化槽設置整備事業補助金） 

・H25：19市町村（H24：19市町村） 

  ※ 設置費用の4割の1/3を国の交付金と併せて補助 

・生活排水クリーン処理率 H25：79.7％（H24：78.1％） 

・浄化槽処理率 H25：13.4％（H24：13.0％） 

  ※ 浄化槽処理率＝浄化槽処理人口/県人口×100 

事業名 一般廃棄物処理施設の整備、維持管理のための技術的支援・助言（再掲） 環境整備課 

 一般廃棄物処理施設の適正な運営のため、市町村に対し、廃棄物処理施設の整備、

長寿命化・延命化のための技術的助言や国の交付金等の活用について支援・助言を

行った。 

広域的な一般廃棄物最終処分場の確保の推進 

事業名 市町村の連携による広域的な一般廃棄物最終処分場の確保の推進 環境整備課 

 平成２３年度における市町村との協議を踏まえ、平成２４年度から山梨県市町村

総合事務組合が事業主体となって、県内全市町村の一般廃棄物に限定した処分場の

整備が進められている。県では、当該処分場事業の円滑な実施を図るため、平成２

４年度に締結した協定に基づき支援している。 

 
 ② 産業廃棄物関係 

発

生

抑

制

の

推

進 

事業者による発生抑制の取組の促進 

事業名 多量排出事業者の廃棄物の減量化に係る取組の促進 環境整備課 

 産業廃棄物の発生抑制・適正処理に積極的に取り組む意思のある排出事業者等を｢排

出抑制取組事業者｣と位置付け、ホームページで取組事業者名等を公表するとともに、

取組結果や取組状況が優良であると認定した事業者については、｢認定事業者｣として、

ホームページに掲載し、企業のイメージアップに資することで事業者を支援した。 

・申込状況 H25:62社(H24:68社) 
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発

生

抑

制

の

推

進 

事業名 環境マネジメントシステムの導入支援（再掲） 産業集積課 

 廃棄物の減量を図るため、環境ISO認証取得をしようとする中小企業者等へ専門家

を派遣し、認証取得支援を行った。 

・支 援 内 容 専門家派遣経費の2/3助成 

・専門家派遣先 H25:1社(H24:1社) 

事業名 環境対策技術研究開発の支援（再掲） 成長産業創造課 

 環境保全に資する製品の創出を図るため、県内中小企業者等が行う、新技術や新

製品の研究開発に対し支援した。(ものづくり基盤技術研究開発費補助金) 

・クリーンエネルギー関連産業分野の研究開発 H25:2件(H24:1件) 

循

環

的

利

用

の

推

進 

産業廃棄物の循環的利用の取組支援 

事業名 建設副産物の有効利用の促進 技術管理課 

「山梨県建設リサイクル推進計画」に基づき、建設工事において、コンクリート

塊、建設発生木材、アスファルト・コンクリート塊等の建設副産物のリサイクルを

推進するため、建設副産物実態調査を行い、実績のフォローアップを行った。 

・建設廃棄物のリサイクル率 H24：99％ 

事業名 環境保全型農業の推進（再掲） 農業技術課 

 環境にやさしい農業を推進し、環境保全と生産性を調和させた持続性の高い農

業の確立、環境への負荷軽減を図る取り組みを着実に推進するため、「山梨県環境

保全型農業推進協議会」を開催し、更なる推進に向けた協議を行った。化学肥料・

化学合成農薬低減に向けた栽培技術が県内農家に浸透し、産地ぐるみの取り組みが

拡大している。 

・認定エコファーマー H25：7,738名（H24：7,529名） 

事業名 家畜排せつ物の適正管理・利用の促進 畜産課 

 堆肥の調整や畜産環境の保全に取り組む畜産農家に対する巡回指導や、畜産アド

バイザーの養成などを通じ、家畜排せつ物の適正な管理と適切な処理を行い、良質

な堆肥を生産し利用することにより、環境にやさしい農業の推進と家畜排せつ物の

有効利用の促進を図った。 

・家畜保健衛生所による現地巡回・指導 2回 

・畜産環境アドバイザーの養成 2名 

・堆肥の腐熟度検査 

事業名 食品残さの有効利用の促進（やまなしエコフィード利用促進事業） 畜産課 

 県内の食品工場等で排出される食品残さを家畜飼料（エコフィード）として有効

利用するため、民間におけるエコフィードの生産を促進し、畜産農家におけるエコ

フィードの利用を定着させ、畜産経営の安定化を図るとともに、循環型社会の構築

を推進した。 

・エコフィード利用推進会議及び研修会の開催 3回 

適

正

処

理

の

推

進 

産業廃棄物の適正処理の推進 

事業名 産業廃棄物の適正処理等に係る意識向上の推進 環境整備課 

 産業廃棄物の適正処理の推進を図るため、10月の｢産業廃棄物適正処理強化月間｣の期間

中、(一社)山梨県産業廃棄物協会に一部事業を委託し、啓発活動を行った。 

・｢県民の日｣記念行事イベントの甲府小瀬会場(H25.11.16～17)及び富士吉田会場

(H25.10.12)において、｢廃棄物なんでも相談コーナー｣の開設、廃棄物等に関するア

ンケート調査、環境に関する啓発パンフレットの配布等を実施した。 

・排出事業者、産業廃棄物処理業者等を対象に研修会を開催(H25.10.28) 
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適

正

処

理

の

推

進 

事業名 産業廃棄物処理業者への適正処理の監視・指導の強化 環境整備課 

 産業廃棄物の適正処理の徹底を図るため、許可更新等に伴う現地確認の実施、定

期立入検査日における立入検査の実施、産業廃棄物適正処理強化月間中における処

理業者への立入検査及び講習会開催による啓発活動などを行った。 

事業名 産業廃棄物の処理に係る検査・監視・指導の実施 環境整備課 

 産業廃棄物の適正処理の徹底を図るため、産業廃棄物処理業者等の事業場へ立入

調査を行い、関係書類、廃棄物の保管･処理状況、廃棄物処理施設の稼働状況等を検

査、監視し、必要な指導を随時行った。 

事業名 廃棄物処理施設の設置に関する事前協議の実施 環境整備課 

 廃棄物の適正処理を推進し生活環境の保全を図るため、｢山梨県廃棄物処理施設設

置に関する指導要領｣に基づき、廃棄物処理施設を設置する場合、法の手続きの前段

階において、事業計画内容等の住民への周知や住民意見の事業活動への反映を事業

者に指導し、住民との合意形成を図った上で円滑な廃棄物処理施設の設置を推進し

た。 

・事前協議書受領件数 H25:9件（H24:7件） 

事業名 市町村・組合のごみ処理施設での事業系ごみの搬入検査の支援（再掲） 環境整備課 

 事業者の排出抑制、分別促進、適正排出等の取組の推進に向け、市町村・組合が行

う事業系ごみの搬入検査を支援した。 

・搬入検査共同実施施設数：2施設（1市1一部事務組合） 

事業者による適正処理や施設整備の促進 

事業名 PCB(ポリ塩化ビフェニル)廃棄物の適正処理の促進 環境整備課 

 PCB廃棄物の適正処理を推進するため、PCB廃棄物保管事業者等の把握を行った。

また、事業場への立入調査を行い、関係書類、廃棄物の保管状況等の確認を行うと

ともに、北海道において適切に処理するよう情報提供等を行った。 

事業名 農業用廃プラスチックの適正処理の推進 果樹食品流通課 

 農業用廃プラスチックの不適正処理による、自然環境や生活環境への支障を未然

に防止するため、(公社)山梨県農業用廃プラスチック処理センターが行う、県内で

排出された農業用廃プラスチックの適正処理を推進した。 

・収集量 H25:659t（H24：646t）  

・処理量 H25:657t（H24：714t） 

事業名 環境対策融資による施設整備支援 商業振興金融課 

 金融機関が中小企業に対して融資した金額の一定割合を、県信用保証協会を経由

して融資実行金融機関に預託し、低利・固定、長期の融資である県制度融資の利用

を促進した。（環境対策融資もメニューの一つ） 

・環境対策融資 H25：6件 83,670千円（H24：1件 12,500千円） 

公共関与による廃棄物最終処分場の活用 

事業名 公共関与による廃棄物最終処分場の利用促進 環境整備課 

 平成２４年１２月に漏水検知システムが２度目の異常を検知したため、廃棄物の

受け入れを停止していた。受入再開のための方策を検討したが、いずれも廃棄物の

搬入停止の状態が長期に及び処分場としての信頼性を喪失し、また赤字の更なる拡

大により県民負担が増加することから、県民の理解を得ることは難しいものと考え

られ、廃棄物の搬入再開を断念し、平成２５年１１月議会において施設の閉鎖を表

明した。これを受け、平成２５年１２月１６日の事業団理事会において、施設の閉

鎖が決定された。 
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 ③ 不法投棄対策 

不
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策
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推
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不法投棄未然防止対策の推進 

事業名 不法投棄監視体制の構築・強化 環境整備課 

不法投棄等の未然防止、早期発見、拡大防止等を図るため、不法投棄監視協力

員によるパトロール、廃棄物対策連絡協議会の廃棄物監視員や民間委託による監

視パトロールなどを実施した。 

・不法投棄監視協力員数 1,013名 

・休日・夜間監視パトロール 100回実施 

事業名 不法投棄対策の広域連携 環境整備課 

不法投棄の広域化等に対応するため、近隣都県市で構成する産廃スクラム３０

や、山梨県、静岡県、神奈川県富士箱根伊豆地域不法投棄防止連絡会議での情報

共有、一斉パトロールなどを実施した。 

・合同パトロール実施回数 3回 

事業名 不法投棄未然防止事業への支援 環境整備課 

 山間部や人目に付きにくい道路脇など、不法投棄のおそれのある場所や、不法

投棄が繰り返し行われる場所に不法投棄防止柵等を設置する事業を行う市町村に

対して補助を行った。（不法投棄未然防止事業費補助金） 

・中北林務環境事務所及び峡南林務環境事務所管内 2箇所設置 

事業名 廃棄物対策連絡協議会による不法投棄対策の推進 環境整備課 

各林務環境事務所に廃棄物監視員を配置し、廃棄物の不法投棄、不適正処理等

のパトロールを実施するとともに、廃棄物の適正処理に関する普及・啓発を行っ

た。また、管内市町村から要請のあった場所については、重点監視を行うととも

に、必要に応じて廃棄物の撤去等も行った。 

不法投棄廃棄物の適正処理の推進 

事業名 不法投棄廃棄物の撤去・適正処理 環境整備課 

不法投棄された廃棄物について、原因者不明など行為者等による撤去が困難な場合

において、生活環境等への著しい支障が懸念される場合や不法投棄の規模等を考慮の

うえ、土地の所有者・管理者、市町村及び廃棄物対策連絡協議会と連携して早期撤去

を実施するとともに、悪質な不法投棄事案に対しては、行政処分や刑事告発など厳正

に対応した。 

事業名 廃棄物対策連絡協議会による不法投棄対策の推進（再掲） 環境整備課 

各林務環境事務所に廃棄物監視員を配置し、廃棄物の不法投棄、不適正処理等

のパトロールを実施するとともに、廃棄物の適正処理に関する普及・啓発を行っ

た。また、管内市町村から要請のあった場所については、重点監視を行うととも

に、必要に応じて廃棄物の撤去等も行った。 
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H20年度 H24年度 増減率(%) H20年度 H24年度 増減率(%) H20年度 H24年度 増減率(%)H20年度 H24年度 増減 H20年度 H24年度 増減率(%) H20年度 H24年度 増減率(%) H20年度 H24年度 増減率(%)

1甲 府 市 90,895 81,784 ▲ 10.0 53,199 48,368 ▲ 9.1 29,337 26,172 ▲ 10.8 17.7 17.9 0.2 11,167 9,684 ▲ 13.3 754 677 ▲ 10.2 695 599 ▲ 13.8 ○ 14

2富 士 吉 田 市 22,543 18,154 ▲ 19.5 16,040 13,415 ▲ 16.4 5,698 4,332 ▲ 24.0 16.1 9.4 ▲ 6.7 0 1,493#DIV/0! 828 709 ▲ 14.4 789 661 ▲ 16.2 ○ 17

3都 留 市 12,026 11,363 ▲ 5.5 9,311 8,396 ▲ 9.8 2,715 2,967 9.3 14.9 11.3 ▲ 3.6 1,384 1,347 ▲ 2.7 785 721 ▲ 8.2 665 638 ▲ 4.1 ○ 11

4山 梨 市 12,805 13,664 6.7 10,286 10,672 3.8 2,284 2,706 18.5 24.8 21.3 ▲ 3.5 970 1,048 8.0 731 779 6.6 574 632 10.1 ○ 23

5大 月 市 10,246 9,405 ▲ 8.2 8,827 8,240 ▲ 6.7 1,419 1,165 ▲ 17.9 15.7 12.3 ▲ 3.4 1,209 1,125 ▲ 6.9 812 809 ▲ 0.4 694 720 3.7 ○ 11

6韮 崎 市 11,322 10,162 ▲ 10.2 8,123 7,503 ▲ 7.6 3,199 2,659 ▲ 16.9 25.3 19.3 ▲ 6.0 0 639#DIV/0! 700 657 ▲ 6.1 589 571 ▲ 3.1 ○ 19

7南アルプス市 20,749 21,285 2.6 14,715 14,819 0.7 3,820 4,690 22.8 13.5 12.0 ▲ 1.5 2,391 2,507 4.9 554 552 ▲ 0.4 532 533 0.2 ○ 20

8北 杜 市 13,905 13,576 ▲ 2.4 9,168 9,286 1.3 4,737 4,290 ▲ 9.4 25.8 25.4 ▲ 0.4 0 383#DIV/0! 507 516 1.8 372 389 4.6 ○ 20

9甲 斐 市 24,499 25,125 2.6 18,393 18,965 3.1 3,812 4,271 12.0 18.7 21.1 2.4 2,101 2,001 ▲ 4.8 692 697 0.7 653 616 ▲ 5.7 ○ 25

10笛 吹 市 25,300 24,712 ▲ 2.3 17,191 16,355 ▲ 4.9 8,109 8,357 3.1 21.7 25.3 3.6 2,709 2,436 ▲ 10.1 659 622 ▲ 5.6 506 474 ▲ 6.3 ○ 23

11上 野 原 市 11,134 10,371 ▲ 6.9 8,218 7,472 ▲ 9.1 2,700 2,765 2.4 14.4 14.4 0.0 1,601 1,299 ▲ 18.9 820 779 ▲ 5.0 725 695 ▲ 4.1 － 9

12甲 州 市 10,780 11,016 2.2 9,247 9,049 ▲ 2.1 1,533 1,551 1.2 42.4 20.9 ▲ 21.5 391 872 123.0 700 714 2.0 549 568 3.5 ○ 12

13中 央 市 11,600 12,098 4.3 7,969 8,500 6.7 3,207 3,231 0.7 13.3 12.4 ▲ 0.9 1,313 1,357 3.4 729 743 1.9 639 619 ▲ 3.1 ○ 18

14市 川 三 郷 町 5,756 5,584 ▲ 3.0 5,270 5,019 ▲ 4.8 486 565 16.3 16.8 12.0 ▲ 4.8 638 630 ▲ 1.3 801 786 ▲ 1.9 654 651 ▲ 0.5 ○ 22

15早 川 町 437 356 ▲ 18.5 372 283 ▲ 23.9 65 73 12.3 27.3 36.8 9.5 29 0▲ 100.0 703 587 ▲ 16.5 542 465 ▲ 14.2 ○ 8

16身 延 町 4,586 4,545 ▲ 0.9 3,638 3,581 ▲ 1.6 948 964 1.7 19.2 29.6 10.4 396 0▲ 100.0 636 675 6.1 517 575 11.2 ○ 15

17南 部 町 2,132 1,753 ▲ 17.8 2,015 1,626 ▲ 19.3 117 127 8.5 55.6 34.5 ▲ 21.1 0 0#DIV/0! 567 497 ▲ 12.3 534 427 ▲ 20.0 ○ 10

18富 士 川 町 5,040 5,270 4.6 4,001 4,109 2.7 881 1,068 21.2 13.4 14.9 1.5 576 539 ▲ 6.4 642 677 5.5 575 567 ▲ 1.4 ○ 18

19昭 和 町 8,445 9,102 7.8 5,392 5,417 0.5 3,053 3,685 20.7 15.0 14.3 ▲ 0.7 930 1,009 8.5 879 802 ▲ 8.8 685 638 ▲ 6.9 ○ 20

20道 志 村 318 336 5.7 318 336 5.7 0 0#DIV/0! 28.2 23.8 ▲ 4.4 1 21 2,000.0 430 482 12.1 321 377 17.4 ○ 10

21西 桂 町 1,670 1,488 ▲ 10.9 1,539 1,411 ▲ 8.3 51 63 23.5 16.8 6.4 ▲ 10.4 0 125#DIV/0! 874 823 ▲ 5.8 848 801 ▲ 5.5 － 12

22忍 野 村 3,004 3,495 16.3 1,903 1,872 ▲ 1.6 1,101 1,623 47.4 12.9 4.7 ▲ 8.2 0 297#DIV/0! 592 557 ▲ 5.9 561 531 ▲ 5.3 － 3

23山 中 湖 村 4,486 4,945 10.2 2,008 1,818 ▲ 9.5 2,450 2,770 13.1 20.1 21.9 1.8 105 558 431.4 926 835 ▲ 9.8 920 832 ▲ 9.6 ○ 5

24鳴 沢 村 964 1,043 8.2 618 679 9.9 346 364 5.2 18.8 17.9 ▲ 0.9 91 99 8.8 536 581 8.4 445 482 8.3 ○ 10

25富士河口湖町 12,566 13,027 3.7 6,621 6,771 2.3 5,510 5,823 5.7 14.7 9.5 ▲ 5.2 558 947 69.7 701 705 0.6 701 686 ▲ 2.1 ○ 9

26小 菅 村 327 237 ▲ 27.5 317 229 ▲ 27.8 10 8 ▲ 20.0 34.3 35.4 1.1 76 44 ▲ 42.1 970 802 ▲ 17.3 790 519 ▲ 34.3 － 7

27丹 波 山 村 299 296 ▲ 1.0 299 296 ▲ 1.0 0 0#DIV/0! 18.1 22.2 4.1 78 82 5.1 1,074 1,251 16.5 880 1,082 23.0 － 8

327,834 314,192 ▲ 4.2 224,998 214,487 ▲ 4.7 87,588 86,289 ▲ 1.5 18.5 17.3 ▲ 1.2 28,714 30,542 6.4 708 677 ▲ 4.4 623 587 ▲ 5.8 22 14

48,106千t 45,220千t ▲ 6.0 31,175千t 29,490千t ▲ 5.4 14,003千t 13,094千t ▲ 6.5 20.3 20.4 0.1 5,531千t 4,648千t ▲ 16.0 670 628 ▲ 6.3 569 533 ▲ 6.3

※１　（ごみ排出量－事業系ごみ排出量－集団回収量）/総人口/年日数

※２　（ごみ排出量－事業系ごみ排出量－集団回収量－生活系資源ごみ排出量）/総人口/年日数

　　　　ごみ減量化に加え分別回収への取組を評価するため、生活系資源ごみ排出量を控除

リサイクル率(%) 最終処分量(t/年)
１人１日当たりの生活系ごみ排
出量(g/人･日)　※１

１人１日当たりに家庭から排出す
るごみの量(g/人･日)　※２ 指定

ごみ袋
ごみの
分別数

市町村計

全国

県 内 市 町 村 一 般 廃 棄 物 の 状 況

区　　分
排出量(t/年) 生活系ごみ排出量(t/年) 事業系ごみ排出量(t/年)
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